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序 言 論 文 内 容 要 旨
戦後 日本資 本 主義 と農業 との最 大 のか か わ りを もつ と思わ れ る労 働 市場 を通 じて の農業 分 析 を段
階 的に 明 らか に し、 農民 層分解 の もつ現 代 的性 格 を問 い 直そ う とす るこ とが 本論:文の課 題 で あ る。
つ ま り、 日本 資本 主義 に お け る農 業 の位 置、 と りわ け 日本資 本 主義 の 労働、 雇 用 問題 の一 環 と して
の 農業 の位 置 をみ、 そ れ とρ関 連 で 農業 生 産 力構造 を問題 に せ ん とす る もの であ る。
現 在 の 農民 層 分解 が資 本 蓄 積 に、 よ り狭義 には労 働 市場 に 規定 され てい る ことは 自明 の事 で あろ
う。 しか し労 働 市場 と農業 構造 の 関連 を真 正面 に据 え、 両 者 の 関連 を理 論的、 実 証的 に解 き明か し、
か つ資 本主 義 の機 構 との関 連 を追求 す る総括 的 な研 究 は意 外 に少 な い よ うで あ る。
以 下 の分 析 に際 して は、 農村 労働 力の 流 出や 兼業 化 を与 件 と して、 その もつ本質 的 な意味 や国家
.独占資 本主義(以 下 国独 資)の 政策 を与 件 と して農 民 層分 解 を論 じる見 解や、 農業 生 産 力の 展開や
小農 の 変化、 農 村 労働 力商 品化 の メカ ニ ズム を問 うこ とな く、 『再 生 産構 造 に おけ る 農業 の位 置 』
=国 独資 の農業 把握=低 賃 金構 造 の基 抵 一般 を問題 に し、 事 実 上 一元的 な下 向分 解 を解 く見解、
の 両面批 判 を意 識 しそ れ をふ ま えて叙 述す る。
本論 文 は第 一 部 と第二 部 に分 かれ る。 第一 部 は この テ ー マに接近 す る方法 論 を扱 つた理論 部分、
第二 部 は いわば 実 証 部分 に 当 た る。 第 一 部、 第二 部 の扱 う論理 次 元 は異 な るが、 第 一 部 は第二 部 の
分析 の 手 がか りを与 える とい う意味 に お い て両 者は 接続 す る。
第 一 部 相 対 的 過 剰 人 口 法 則 と 小 農
第 一 章 「資本 論 」に お け る相 対的 過 剰人 口法 則 の意 義 と限 定
(一)マ ル クス 『資 本論 』に おい て は、 資 本の 本質 関係 の 解 明 は、 剰 余 価値 論(如 何 に して 資本 が
生 ず る か)と 資 本蓄 積 論(如 何 に して資 本 その もの が生 産 され るか)よ り成 り:立つ。 資 本蓄積
とは 『剰 余価 値 の資 本へ の 転化 』で あ り、 資本、 賃労 働関 係 の再 生 産に ほ かな らない。 この資
本、 賃 労働 関 係 の再 生 産 とは、 相 対的 過剰 人 口 を積粁 とす る資 本に よる労働 支配 権 の確 立 を意
味 し、 相 対的 過剰 人 口の存 在 に よ つて こそ資 本 は 自然的 与件 と して の 人 口を 自己 展 開の 機構 の
内にお しと どめ るこ とが で きる と したの で あ る。 しか しこの蓄 積論 は 『資 本論 』の限 定、 第一
巻 の限 定(資 本 の 内在的運 動法 則 のみ を扱 し＼ 資 本 一般 の レベル)の 上 での解 明 である。
(二)『 資 本 論 』の相 対的過 剰 人 口形成 の論理 は、 資本 の 有機 的構 成 の高 度化 一 可変資 本 の相 対
的 減少(絶 対 的増 加)一 相対 的過 剰 人 口の形 成 とい う論 理 によ つて解 か れ てい る。 しか し
この 形成 論理 は 説得 的 でな く、 『資 本論 』第一 巻(あ る いは 第三 巻 ま で含 めて も)の 限 定 の下
での 論理 的媒 介 が必 要 で あ る。 その媒 介は、 体制 的視 角(資 本の 有機 的構 成 高度 化 に伴 な う労
働 力の編 成替 と労働 力の吸 引 一 反 発)と 循 環的 視 角(産 業循 環 の 諸局 面 に よる労働 力の吸 引
一 反発)に よ つて与 え られ る
。 この 両視 角が 相対 的過 剰 人 ロ形成 の 論理 であ り、 現 実 の分析
に際 して も有功 であ ろ う。
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第二 章 相 対 的過 剰 人 口法 則 と小 農
相 対 的過 剰 人 口の内 容 につ い て、 従 来、 小 農 は論理 的 には排除 され、現 実 の分析 に は 前提 され て
きた き らい が ある。 『資 本論 』の 世界 は、 資 本の 内在 的法 則 の み をと り扱 つて い るの で あ るか ら
小 農 が排除 され るのは 当 然 で ある。 しか し歴 史的、 具体 的 な資 本 主義 は、 資 本の 内 在 的法 則 のみ
を も つて しては賃 労 働 支 配 を確立 す る こ とが で きず 、 資 本 は 自立 的に運 動 しえない。 この 資 本 が
自立的 に運 動 しえない 契機 を分析 す る論 理的 媒 介 は、 『経 済学 批 判 プラ ン 』の 『賃労 働 』、 『土
地所 有 』の特 殊 理論 の仕 事 であ り、 『国 家 の形 態 での ブル ジ ヨア社会 の総 括 』をす る こ とで あ ろ
う。 っ ま り現 実の 分析 に は、 資 本 の運 動法 則 が 成立 す る歴 史的、 外 在的 条 件 を導 入す る こ とが必



























昇 しつつあり、追加労働力としての比重はやや低下 しっつある瓜 半農半労型の再生産条件 を
もつ農村労働力は、以上の三つの要因、 とりわけ③の果す役割において日本の低賃金構造と労
働力支配において決定的である。
第二 章 農 村労 働 力流 出 の基 礎 メ 力 ニズ ム'
農 村 労働 流 出 の規 定 者 はい うま で もな く資 本(蓄 積)の 側 にあ る。 しか しなが ら農村 労 働 力商
品化 の 過程 は資 本蓄 積 とス トレー トで は な く、 小 農 の変 質、 農 業 構造 の 変化 を通 じτ行 な わ れ る。
その 要因 は ① 農工 間所 得 格差 拡 大 に よ る農家 経 済解 体(零 細農 業 と生 産 力展開 の矛盾)の 過程 。
② 農村 労 働 力 を吸引 す る具 体 的条 件 と しての(地 域)労 働 市場 の 展開、の ほ かに③ 流 出 を可能 に
す る、 また は促 進 す る農業 生 産 力の展 開 、農 業 労働 過程 の 変化 。④ 小農 の再生 産 条件 、生 活条 件
の変 化 、農 民主体 の 自立 化 、 さ らに ⑤ 以上 を総括 す る もの と しての 国 家の政 策 が あげ られ る。
この章 で は労働 力流 出の 内的 メカニ ズ ムを階 段 ご とに分析 した。
第三章 農村労働力流出の段階と形態








る と二つ の労 働 市場 群(一 般 労働 市 場、 日雇 労 働 市場)の 拡 大過 程、 地 方 分散 化過 程(一 般労
廓 市場 の地 方都 市 への、 日雇 労働 市場 の農村 地 域 へ の)で あ る。以 下、 これ らの過 程 を、 第1
、期(昭 和20～33年)、.第1期(33～40年)、 第 皿期(40年 以 降)に 分 けて 分析 した。
昭 和33年 ま での 第1期 は、 労働 力編 成 は戦 前 の型 に接 木 した型 で な され、 蓄 積 も軽工 業 中
心 で あ ウ、 雇 用 も大企業 へ の流 入 は はば ま れ、 軽 工 業、 中 小零 細 企業、 流 通 部門 に限 られ た。
33年 恐 慌 を機 に、 追加 労 働 力の基 礎 としては、 農村 の 『潜在 的過 剰 人 口 』を主 流 とす る型 よ
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り・資本 蓄積 の メ カ ニズ ムに よ り創 出 され た過剰 人 口が 農家 経済 の 解体 を通 じて生 じた農 村 労
働 力 とあ い ま って編 成 する型 へ移 行 した 。 さ らに この期 に 旧型熟 練 が 解体 し、半熟 練労 働 力群
(新 卒 ・一 企業 内訓練)を 一般 労 働 市場 とする戦後 型 べ移行 した 。
第 皿期 は、 本格 的 な 『高度 成長 』と と もに 雇用 も最 大 とな り、 年 間200万 人前 後の新規雇用、
労 働 力化 が な され る。 この 追 加労働 力 を支 えた もの こそ農村 労 働 力 とベ ビー ブー ム期 の中 高卒
者 の 大量の労 働 力化 であ った。
第 皿期 は、 『高 成 長 』一 低雇 用率、 さ らに45年 は 『低 成 長 』 一 低 雇 用率 の 労 働 力再編
成 と合理 的 利 用 が な され、 さま ざま な過劉 人 口の創 出、 滞留 がな され る時 期 で あ る。 第 皿期 に、
始 ま る積 極的 労 働政 策 は第 皿期 に さ らに 強行 的 に な され、 農政 も第 皿期 め基 本 法 農政 を基 点に
第 琶1期の 『総 合 農政 』に おい て本 格的 な労働 政 策 と して結 実 し、 農村 労 働 力は 『流 動 的過 剰 人
口 』化す る。
(三)農 村 労 働 力流 出 の形 態 を階段 ご とに み る と、 第1期 は戦 前 又 は終戦 直後 の圧 縮 され た 『潜 在
的 過剰 人 口 』の流 出、 第 皿期 は 農家 経済 解 体 に伴 な う(労 働 力市場 の急 展 開に 対応 す る)流 出、
第m期 は積 極 的労 働政 策 に よ る労働 力の 『吸み 出 し期 』、 労 働 力流 動化 の 形態 を とる。
終 章 農 村労 働 力流 動化 の現段 階
第 皿期 の 農村 労働 力流 出は、 単 に過 剰 人Pの 流 出 でな く、 半強 制的 な過 劉 人口の 創 出で あ り、
農業 生 産 力の 担 い 手 を も農外 に押 し出 し、 日本農業 の危 機的 状況 を生 じさせ た。 農 家 の総 兼 業 化、
流動 化 は今 後 もす す んで い くであ ろ うが、 そ れは 日本 の労 働 力編 成の 底 辺補 充 の拡 大 と流 動 化 を
意味 す るにす ぎ ない。 この よ うな なか で 農民 層 は さ らに 一段 と次元 の 高い 分解 と、上 層農 の苦 渋
に み ちた 展開 か せ ま られ る であ ろ うQ
一19一
審 査 結 果 の 要 旨




まず第一部においては,小 農が支配的な資本主義における相対的過剰人 口法則の貫ぬき方は,国 策
(政策)を 媒介としてはじめて具体化されることを論理的に明らかにしている。 この点は従来,と も
すれば小農の存在を捨象した一般的な過剰人口論が唱えられていたことに対する理論的批判として意
義をもつ ものであ り,と くに戦後蟹本主義と小農との関連を分析する上で重要な示唆を与えたもので
ある。.
第二部では,ま ず,戦 後の日本において鄭農村が資本によって低賃金構造の基礎として位置づけ ら
れてきたこと,そ して高度成長期こおいても同様の性格をもつ ことを明らかにしている。 この場合,
資本が農村労働力を掴む道す じとして,農 家経済解体 ・労働市場拡大 ・農業生産力と農業労働過程の
変化,農 村の民主化などが指摘され,こ れらが農村労働力流出の可動性として把握される。以上の こ
とがらを前提として,農 村労働力の流出を資本蓄積の段階区分に即応さ津つつ,流 出の形態を克明に
分析している。それは,景 気循環(恐 慌)を 画期として労働市場再編がおこなわれ一般労働市場と日
雇労働市場とが形成され,そ れに適応 して農村労働力が主として目雇労働市場にくみこまれる,と い
う構造として捌まれる。そしてこれらの過程で国家の諸政策(農 政 もそこに重要な位置を占める)が
重要な意義をもつことが強調され,と くに高度成長期においてその性格が強加される。
これらの分析を通 じて,農 家の総兼業化の進展が,日 本の労働力編成の底辺補充の拡大という意味
をもつことが結論づけ られる。
以上に記したように,本 論文の最大の特徴は,資 本蓄積構造と小農彦)変質構造とを有機的に結合 さ
せたことであ り,そ れを通 じて戦後における農民層分解論確立にアプローチしたことである。かよう
な点からして,本 論文は博士論文としての意義を十分にもちうるものである。
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